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G7広島サミットに向けた広報について 

令 和 ４ 年 1 2 月 1 5 日 

G7 広 島 サ ミ ッ ト 準 備 会 議 

広報部会申し合わせ 

 

 Ｇ７広島サミットに向けた広報については、以下の基本方針により、内閣官

房及び各府省庁が連携して取り組む。 

なお、この基本方針については、今後のサミットに向けた準備の状況の進展

に応じて、追加、修正を行う。 

 

１  広島サミットの意義に関連する広報 

ロシアによるウクライナ侵略等により、国際情勢が激変している中、Ｇ７広

島サミットでは、自由、民主主義、人権、法の支配といった基本的価値を共有

するＧ７各国の首脳が、世界経済、ウクライナやインド太平洋を含む地域情勢、

核軍縮・不拡散、経済安全保障、気候変動、保健、開発などといった地球規模

の課題などに関して、課題解決に向けて率直な意見交換を行う。 

こうしたことを踏まえて、Ｇ７広島サミットを開催する意義等についての広

報を行う。 

 

２  Ｇ ７ 関係閣僚会合等に関連する広報 

我が国がＧ７サミットの議長国となる令和５年には、４月以降、別紙のとお

り、国内でＧ７関係閣僚会合等が開催される。これらの会議では、それぞれの

分野における国際的な課題と対応がテーマとなるので、原則として関係府省庁

において、国内外に向けてそれぞれの会議の開催の意義、我が国の取組等につ

いての広報を行う。 

また、関係府省庁は、サミットの広報に資するよう、Ｇ７関係閣僚会合等の

テーマについて可能な限り早期に広報部会の他の構成員に情報提供するもの

とする。 

 

３  各会議の円滑な運営を確保するための広報 

来年のＧ７関連会議が成果を挙げるためには、各会議の円滑な運営を確保す

ることが重要である。このため、関係府省庁は警備に関する諸情勢や計画を、

適時に広報部会の他の構成員に情報提供するとともに、次のような広報を行う。 

○ 道路の交通規制、海上の航行自粛等の周知を図り、理解を得るための広

報 

○ 水際対策の強化を含む国際テロ等の防止について理解・協力を得るため

の広報 
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○ 警備強化に伴い予想される混雑等についての注意を喚起し、市民の理解

を得るための広報                      等 

 

４  内外の報道関係者に対する自由な取材環境の確保 

Ｇ７広島サミットについての広報効果を高めるためには、内外の報道関係者

に取材しやすい環境を確保することが重要である。このため、外務省等を中心

に、国際メディアセンターの整備等を通じて、内外の報道関係者の取材活動の

便宜を図る。また、関係省は海外から取材のため来日する報道関係者の入出国

手続等が円滑に行われるように配慮する。 

 

５  Ｇ ７ 広島サミットを契機とした日本の魅力の発信 

Ｇ７日本議長年は、海外からの日本に対する関心を高める契機となるもので

ある。このため、サミットの開催地である広島のみならず、各関係閣僚会合の

開催地の魅力を含め、日本の魅力を海外に発信する。その際、海外向け広報や

海外メディアのプレスツアーなどを活用し、幅広く文化芸術、日本食、国酒、

日本の観光等の広報のほか、デジタル田園都市国家構想を含めたデジタル化や

カーボンニュートラル等に関する日本や開催地の先進的な取組があれば、その

発信を検討する。また、2025 年日本国際博覧会（大阪・関西万博）について

も広報する。 

 

６  各府省庁において取り組む広報事業の情報提供 

  各府省庁は、首脳会議やＧ７関係閣僚会合に関して、それぞれ行う広報事

業の計画や内容を前広に、この会議に報告する。 

 

以上の基本方針に基づく広報及び措置については、広報部会において必要な

調整を行うものとする。この調整を円滑に実施するため、広報部会の下に、課

長クラスを構成員として設置されたワーキンググループを活用する。 
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（別紙） 

 

Ｇ ７ 広島サミット及び G７ 閣僚会議等の開催地及び開催予定日程 

 

会合名 主管省庁 開催地 日程 

首脳会合 ― 広島 ５月 19日～21日 

    

科学技術大臣会合 

内閣府（科学技

術・イノベーション

推進事務局） 

仙台市 ５月 12日～14日 

男女共同参画・ 

女性活躍担当大臣

会合 

内閣府（男女共同参画局） 栃木県・日光市 ６月 24日～25日 

内務・安全担当 

大臣会合 
警察庁 茨城県・水戸市 12月８日～10日 

デジタル・技術 

大臣会合 

デジタル庁、総務

省、経済産業省 
群馬県・高崎市 ４月 29日～30日 

外務大臣会合 外務省 長野県・軽井沢町 ４月 16日～18日 

貿易大臣会合 外務省、経済産業省 大阪府 10月 28日～29日 

財務大臣・中央 

銀行総裁会議 
財務省 新潟県・新潟市 ５月 11日～13日 

教育大臣会合 文部科学省 富山県・石川県（共催） ５月 12日～15日 

保健大臣会合 厚生労働省 長崎県・長崎市 ５月 13日～14日 

労働雇用大臣会合 厚生労働省 岡山県・倉敷市 ４月 22日～23日 

農業大臣会合 農林水産省 宮崎県・宮崎市 ４月 22日～23日 

気候・エネルギ

ー・環境大臣会合 
経済産業省、環境省 札幌市 ４月 15日～16日 

交通大臣会合 国土交通省 三重県・志摩市 ６月 16日～18日 

都市大臣会合 国土交通省 香川県・高松市 ７月７日～９日 

 

 


